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誓約書

　　年　　月　　日

薩摩川内市長　様

（参加表明者）所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

私は、（仮称）唐浜産業用地整備に係る市場性調査「②用地開発・分譲事業等実施意向調査」への参加にあたり、下記の内容について誓約します。虚偽の事項があった場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。なお、この書類を提出した以後に下記に掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。
　
記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。
２　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされていないこと。
３　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされていないこと。
４　次のいずれにも該当しないこと。
・　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止などに関する法律（平成3年法律第77号）第2 条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ）
・　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止などに関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）
・　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
・　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
・　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
５　薩摩川内市建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（令和3年1月29日施行）に掲げる措置要件に該当しないこと。
６　国税、鹿児島県税及び薩摩川内市税の滞納がないこと。
７　業として本件整備事業に係る業務を営んでいること。
８　過去３年の間、薩摩川内市との契約において、違反又は不誠実な行為を行った者であって契約の相手方として不適当と市長が認めるものでないこと。
９　本整備事業の実施に必要な資力及び信用を有すること。なお、以下に掲げる全ての項目に該当すること。
ア)　３期連続で経常利益が赤字でないこと。
イ)　直近期において債務超過でないこと。
ウ)　直近期において利払能力（事業損益を支払利息で除した数値）が１以上であること。
10　建設業法（昭和24 年法律第100号）第3 条第1 項の規定に基づく、土木工事につき特定建設業の許可を受けていること。
11　宅地建物取引業法（昭和27 年法律第176号）第3 条第1 項の免許を受けている者であり、かつ、同法第65 条第2 項又は第4 項の規定による業務停止命令を受けていない者であること。
12　地域経済への波及効果及び地域産業の振興の観点から、本市企業の参画機会の確保及び積極的な活用のために薩摩川内市内企業（本店が薩摩川内市内にある企業）による施工を予定していること。

